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園 部

Ⅰ は し が き

私の東南アジア現地調査は,主として公法制度に関

するもので,期間は,昭和39年 9月2日から10月27日

まで,調査地域は,タイ国,カンボディア,マレーシ

ア連邦,および中華民国 (台湾)であった｡政治班の

共同研究テーマである東南アジアの政治構造および政

治過程に関しては,私は,タイの地方制度の公法的側

面とマレーシアの憲法事情を取 りあつかったが,前者

については,他の研究者との関係 もあって,別の機会

にゆずる｡

ただ, 私の実際 に見聞 して来た限 りでいえること

は,タイの公法制度については,タイ語の修得,それ

ら,タイの場合特に難解な法律用語を知ることが必須

の条件であるということである｡タイ語を知らずにタ

イの法律制度に取り組 もうとすると,必ず大きな障害

に突き当って,あたかも｢]本語を知らないアメリカの

学者が 日本法の研究をするのと同様の状態 におちい

る｡英仏語その他われわれが容易に近づき得る法律書

が皆無に近いことは,中田淳一教授が述べておられる

通りである (中田淳一 ｢東南アジアにおける法学教育

の現状｣(『東南アジア研究』2巻 2号98貢))｡例えば,

統計のように数字であらわされているものは別である

が,官庁刊行物や法律研究の場合とくに必要な判例集

が読めないと第一次資料に当ることができない.悉飛訳

作業 も高度の法学教育を受けた人にしてもらわないと

いけないので,中々むづかしいと思われる｡また通訳

について見ても,政治学関係で福島徳寿郎教授の最近

の現地調査に協力した矢野暢氏のようなす ぐれた研究

者を望むことば,大ていの場合不可能であろう｡そこ

で,現在の段階では,たとえば,チュラロンコン大学

政治学部 (法律学科を含む)で地方制度を相当してい

るChoomphoISwasdiyakorn氏 (現在米国滞在中)

逸 夫

のように25才で NaiAmphul-(郡長)となり,地石行

政実務の経験を積んでアメリカのSyracuse大学で修

士号を得た後,大学-戻るという,実務経験 もありし

かも大学に居て時間的な余裕もあり英語によるコミュ

ニケーションも可能な人と連絡することも,考えられ

る｡ただし,このような人は法律制度に関する限 り少

ない｡或いは,HerbertPassin教授の案であるが,

何らかの形で研究者を交換することによって,タイの

若手の法律研究者にR本法やアメリが圭を比較法の観

点から教え,日本の学者の研究方法について知っても

らった上で,英語または丁子J-BtLtiならば,日本語でタイ法

について原資料操作上の協力を受けるのも一つの方法

であろう｡

カンボディアほ,フランス語による研究教育に力を

入れているので,法律についてはフランス言吾さえ出来

れば,和当突込んだ研究ができると思う.マレーシア
連邦については,一般には Malayanizationの風潮

があるにしても,法律制度,とくに判例については英

語による研究が可能である.後で紹介する Mallal博

士 も断言 していたことであるが,裁判所の判決がマラ

ヤ語で書かれるようなことは,当分あり得ないといっ

てよいであろう｡

さて,本報告では,マレーシアの憲法状況とくに憲

法判例の動向について述べたいと思うが,判例の研究

は事実関係と判決を詳細に引用 しなければならないの

で,紙数の閑係でここでは,重要なものを挙げるにと

どめる｡別の機会に,何らかの形で,まとめる予定で

ある｡なお,研究調査に当っては,とりわけシンガポ

ール大学副部長 LC.Green教授,UHlaAung教

授およびMalayanLaw JournalのEditor,Bashir

A.Mallal博士にお世話になった｡ この機会に感謝の

意を表 したいと思う｡ついでながら,マレーシアの政
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治制度の研究については,首府 KualaLumpur所在

の UniversityofMalayaとのコンタクトが必要で

あるが, 法律制度については, UniversityofSin-

gaporeの FacultyofLaw が研究機関として唯一

のものであり, こことの連絡を保 たなけれ ばならな

い.なお,同法学部のメンバーは,DeanH.E.Gro-

ves教授 (憲法,アメリカ人) (調査当時休暇で帰米

中)AssociateDeanL C.Greenの教授 (国際法･

イギリス人)SubdeanUHlaAung教授 (行政法

･ビルマ人)のほか,イスラエル,インド,パキスタン,

セイロン,オース トラリア,シンガポールなど,それ

ぞれ自国法の研究を経た人達が集っているので,どの

法分野についても比較法研究について連絡をつけるべ

き学者 が揃 っているといえる｡ 同法学部は Malaya

LawReview を出している｡また, マラヤの法制に

関心を持つ人は, シンガポールの MalaccaStreet,

MalayanLawJournal社に Dr.Mallalを訪ねる

ことをおすすめする｡Green教授の言葉を借りていえ

ば,DrMallalは ｢マラヤ法の生き字引｣であって

1932年以来マラヤの法令 ･判例の編集 ･出版を一手に

引き受けており,マラヤ法の研究にとって見逃すこと

のできない人材である｡

Ⅲ マレーシア憲法判例の概観

周知のように,マラヤ本土の11州が政治的に統一さ

れたのは1946年であり, 1957年8月31日 (Merdeka

Day)に ConstitutionofMalayaが発効 した｡そ

の後シンガポールとの協定(1961年),ボルネオとサラ

ワクの人民の意向を確認するための Cobbold卿を委

員長とするいわゆる Cobbold委員会の設立とその報

普(1962年),その他各種の政治的手続を経て1963年 9

月16日(MalaysiaDay)に FederationofMalaysia

が出来上った｡ConstitutionofMalaysiaは Con-

stitutionofMalaya を母体として, マラヤと他の

三つの州 (Singapore,SarawakおよびSabah)との

差異を考慮 して1958年から1963年にかけて数回の修正

が行なわれた (Constitution(TemporaryAmend-

ment)Ordinance,1958 (No.42);Constitution

(Amendment)Acts,1960(No.10),1962(No.14)

および1963(No.25),MalaysiaAct,1963(No.26))

このうち, 1963年の MalaysiaActによる修正が最

も大きなものであった｡現在のマレーシア憲法は.マ

ラヤ憲法よりも長 くかつ複雑になっている｡マレーシ

第3巻 第 1号

ア憲法下の憲法判例は,正確には,1963年以後のもの

でなければならないが,基本的な判例は,1937年以後

のものでもマレーシア憲法の判例として重要な地位を

占めている｡

なお,ここで,マレーシア連邦の裁判所について簡

単に説明しておこう｡マラヤ,ボルネオ,およびシン

ガポ-ルに一つずつ,計3つのHighCourtがあり,

その上に FederalCourt(KualaLumpur)が置か

れている｡ それぞれの HighCourtは長官 (Chief

Justice)の他4人以上の裁判官 より成る｡ 裁判官の

数は,マラヤについては12人まで,ボルネオが8人ま

で,シンガポールも8人までとなっているが,この数

は議会の立法で増やすことができる｡FederalCourt

は,長官 (LordPresident)と HighColirtの長官

3人と2人の他の裁判官より成る｡この,他の裁判官

の数は議会が 変更 することができる｡ 場合によって

は,連邦裁の長官は,HighCourtの,長官以外の裁

判官をFederalCourtの構成員にすることもできる｡

HighCourtは連邦の司法権のすべてを保持する｡

議会はHighCourtより下級の裁判所 を設けること

ができる｡なお,最高裁判所としてのFederalCourt

からは,さらに英本国の PrivyCouncilの Judicial

Committeeに上訴することができる｡

(1) 1957年のマラヤ憲法以後の注目すべき憲法判

例として6つを挙げることができる｡その中でまず取

り上げなければならないのは,マレーシア計画そのも

のに対する異議申し立てに関する機関訴訟事件すなわ

ち TheGovernmentoftheStateofKelantanv.

TheGoueynmentoftheFederationof Malaya

andTunkuAbdulRahmanPuiraAl-Haj(1963)

29M.L J.355,356であろう｡ この事件は,原告

Kelantan州政府が,マラヤ連邦およびラーマン首相

を被告として,マレーシア協定およびMalaysiaAct

の無効あるいは Kelantan 州に対する法的拘束力の

否定 を主張 して 中間差止命令を申 し立てたものであ

る｡原告側の申立理由は次のとおりであった｡すなわ

ち,KelantanJllの Sultanも当事者として加わって

いる1957年の協定は, 11州によって構成される連邦

(FederationofMalaya)を設立したものであるが,

MalaysiaActは, 1957年の協定に違反して, マラ

ヤ連邦を廃止した｡1957年の協定を変更するには,逮

邦を構成する諸州の同意を必要とするのであって,従
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って,Kelantan州の Sultanは当然1963年の協定の

当事者たるべきであった｡慣習法上,マラヤ連邦憲法

の実質的修正に関 しては必ず各州の首長に,諮問すべ

きものであり,また連邦議会はKelantan州の立法に

対象となる事項について,同州のために立法する権限

を有するものではない｡このような原告の主張は,マ

レーシア連邦設立のためのあらゆる立法上行政上の行

為は,1957年のマラヤ憲法によって認められた機関に

よってなされたものであり,また同憲法の規定する方

法によって行なわれたものであるとの理由により斥け

られた｡ 同判決において MalaysiaActに関 して述

べられた,連邦裁判所長官 SirJamesThomsonの

次の説示は,少なくとも国内的にマレーシア連邦の合

法性を確定した判例として重要である｡

｢それ (MalaysiaAct)は (マラヤ連邦憲法の)

第 1条第 1項『連邦の名称は,PerusekutuanTanah

Melayu(英語で theFederationofMalaya)とす

る』を修正して『連邦の名称を,マラヤ語および英語で

いずれも ttMalaysia"とする』とした｡さらに,第 1

条第2項の連邦構成単位に Sabah,Sarawakおよび

Singaporeの3州を追加 した. この修正を行なうに

当って,私の見るところでは,連邦議会は,何 らその

権限を稔越 しておらず, 憲法の規定 していない条件

(Kelantan 州その他の州に諮問 するという)の充足

を要求するほど基本的に革命的なことは何一つしてい

ない｡新連邦が旧連邦と何らか異なったものであるこ

とは,或る意味では真実である｡構成州の数も増えて

いるし,名称も異なる｡ しかし,このような事態は,

憲法に規定された方法でもたらされたものであって,

それは, 1957年協定 の重要な 部分 をなすものであっ

た｡従って原当事者間の基本的な取 り極め違反があっ

たかをどのようにして立証できるのか分らない｡｣

この判決では,第一に,議会の立法がたとえ憲法に

適合 してなされた行為であっても,その性質に基本的

に革命的なものである場合は,憲法に規定されていな

い条件,たとえば州に対する諮問 (consultation)と

いう条件を充足するのでなければ無効かどうかという

問題か論 じられ,第二に議会立法が,連邦の名称を変

更して,新 しい州を加盟させ,その他何らか旧連邦と

異なった新連邦を設けるようなことをする場合は,読

決が憲法に適合して行なわれても,憲法違反が問われ

るのかという問題が提起されている｡Sheridan教授

も述べているように,立法の合憲性に関する判決は,

しばしは 政治的判断を含むものであり,憲法的立法

の有効無効を決定する基準が増えれば,それだけ,義

判所の仕事の政治性が増え,技術性が減 ってくる｡

Tbomson判事は,判示の範囲を中間的差止命令の決

定に必要な範囲にとどめようと努力 してはいるが,判

決の別の箇所にITLiてくる次の説示は,きわめて暗示的

でありマレ-シア連邦の性格を理解する一つの基準と

して引用に価いするO ｢本判決で,Lf]の政治哲学や,

主権の性質や連邦主義について議論することは 時と

場所を得ていない｡また,ここで近代組織論に対 して

古 くからの純粋の法律論の軽重をはかることも時宜に

適ったものではない｡ ここでは, アメリカ 合衆国の

Texasv.White(7Wall.709(1869))二事件におけ

る,次の判示を引用することが適当と思われる｡ 『諸

州の連合という組織は,まったく人工的で懇意的な関

係というようなものではない｡それは,植民地を母体

として,共通の起源,相互の共鳴,血縁的関係,同種

の利益,地理的関係から生成したものであるOそして

それは,戦争という必要にせまられて,確認され強化

されたのである』｣

(2) マレーシア憲法第135条第 1項は,司法職員,

連邦の行政職員,警察職員,鉄道職員,および州の行

政職員は,免職または降等の処分時に自己と同等の地

位にある職員の任命権者 より下位 にある者 によって

は,免職または降等の処分を受けない,と定め,第2

項は,職員は,聴聞を受ける機会を与えられることな

しに,免職または 降等の処分を受けないと定めてい

る｡憲法のこの規定は,2つの事件で,訴訟の対象と

なり,裁判所による解釈が行なわれている｡

第一の事件は,SurtnderSinghKandav.The

GovernmentoftheFederationofMalaya(1962)

28M.LJ.169である｡この事件は,PrivyCoun-

cilの判決を受けている｡ Denning卿の判決文を参

照しつつ,この宰件をめぐる憲法状況を検討して見よ

う｡上告人の B.SurinderSinghKanda氏は,マ

ラヤ連邦警察 の警部 であったが, 1958年7月7日に

CommissionerofPolice によって紀律違反のかど

で免職 された｡Kanda警部は, この処分 を 争って

HighCourtに訴えを提起したところ,同裁判所は,

同処分の無効を宣言 した｡そこで連邦政府は,Court

ofAppealに控訴し,Kandaに対する処分有効の判
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決を得た｡PrivyCouucilに対する Kanda 警部側

の上告理由には,二つの論点がある｡一つは,Com一

missionerofPoliceにKandaの罷免権があるかど

うかという問題で,Kanda警部は,同権限は Police

ServiceCommission にあると主張した｡ 第二は,

Kanda警部に対する罷免手続が, いわゆる英法上の

自然的正義 (naturaljustice)の原則に従って行なわ

れたかという問題で,Kanda警部は, そのようには

行なわれなかったと主張したのである｡まず,節-の

問題について考えて見よう｡Kanda警部が免職処分

を受けたのは,1958年7月7日であるから,Merdeka

Day(1957年8月31日)から一年近 く経っている｡さ

きに述べた憲法135条 1項(これはマレーシア憲法でも

修正されていない)の規定によれば,罷免権は任命権

者でなければ行使できないから,免職時におけるKa-

nda警部の任命権者は誰 かということが, 問題とな

る｡ところで MerdekaDay以前は1952年の警察法

(PoliceOrdinance) 9条 1項に基づき,Commis-

sionerofPoliceがKanda警部のような上級の警察

職員の任命権者であり,同法45条 1項によって,紀律

違反の場合 Commissionerに免職の権限がある｡こ

のような法律状態がMerdekaDay後も,とりわけ,

1958年7月7日現在まで存続するのかどうかが中心の

論点である｡マラヤ連邦設立の際(すなわちMerdeka

Day)行政機構,公務員制度の改革が行なわれたが,

なかでも,公務員機構 を行政委員会 の下に置いたの

が,大きな変革であった｡そこで警察については憲法

第140条により,PoliceServiceCommissionが設け

られた｡Kanda警部は,この点を衝いたわけである｡

これに対 して政府側は次のように答えた｡すなわち,

MerdekaDay以後,警察職員に対する任命権は Po-

1iceServiceCommissionにあり, また1958年7月

7日現在でCommissionerofPoliceは PoliceServ-

iceCommission の下級機関であることは認める｡

しかし,憲法第144条第 1項によれば, Commission

の任務は, ｢現行法 の諸規定に従って｣(subjectto

theprovisionsofanyexistinglaw)遂行される

ことになっている｡MerdekaDayの時点において,

憲法が現行法に従うということであって,その道では

ない｡憲法第 144条第 1項は,現行法のほかに ｢この

憲法の諸規定に (totheprovisionsofthisCon-

stitution)｣従い,とも定めているが, その要件は,

第 3巻 第 1号

憲法第144条第 3項,第4項および第135条第2項の規

定を考慮に入れさえすれば,それで充分満たされる｡

以上が,政府側抗弁の要旨である｡

PrivyCouncilは Kanda警部の主張を認めた｡

すなわち,元首である YangdトPertuanAgongが

PoliceServiceCommissionを任命すると同時に,

同 Commissionは,警察の全職員に対する管轄権を

得た｡従って同 Commissionに任免の権限がある｡

同 Commissionが,憲法第 144条第 1項によって,

現行法の諸規定に従うことになってはいるが,ここで

諸規定とあるのは,同 Commissionが自己の義務を

遂行するのと矛盾しないもののみを意味する｡現行法

と憲法との問に衝突がある場合は,現行法が,憲法の

趣旨に従って修正されなければならない｡ 憲法第 162

条によれば,YangdトPertuanAgongはMeredeka

Dayにはじまる2年の期間中に命令を発して 現行法

の修正 (modification)を行なうことができるのであ

って,事実,鉄道職員や刑務所職員については,修正

が行なわれた｡ところが,CommissionerofPolice

の権限については,修正が行なわれなかったし,存在

ではすでに修正をする期間が経過 していて修正をする

ことができない｡幸いに,このような場合に備えて,

憲法第 162条第6項は,未修正の現行法について裁判

所が憲法の条項に適合した形の修正をほどこして適用

るすことができると定めている｡そこで PrivyCou-

ncilは次のような意見を述べたのである｡ ｢われわれ

は,警察職員の任命権を有する機関が,同時に二つ競

合して存在することはできないと考える｡どちらか一

方に任命権が付与されなければならない｡このように

現行法と憲法が衝突するときは,憲法が優先する｡裁

判所は,現行法を憲法に適合させるに必要な修正をほ

どこして通用しなければならない｡本件の場合,必要

な修正とは, MerdekaDay以後は, 警察職員の任

命権を有するのは PoliceServiceCommissionであ

る,ということである｡｣PrivyCouncilは Police

ServiceCommission の任命権の対象を限れば,衝

突は生 じないという政府側の反論も斥けたのである｡

かくして,PrivyCouncilの判決の第一の問題に対

する結論によれは 1958年7月7日現在において Kan-

da警部の任命権者は PoliceServiceCommission

であって, 憲法第 135条第 1項 の下, 罷免権者 は同

Commissionである｡ CommissionerofPoliceは
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Kanda警部の罷免権を有しない｡ 従って,免職処分

は無効である,ということになる｡

第一の問題に対する本判決の直接の論点は,罷免権

の所在であるが,マラヤ憲法の性質をめぐる｡マラヤ

政府の見解と,本判決の意見とを比較すると,まこと

に奇妙なことになっているのに気が付 く｡政府側とし

てほ,免職処分の有効を主張するのに汲々として,大

事な議論をつい簡単に片付けたのかも知れないが,そ

れにしても,マラヤ連邦の基本的な枠組を決めている

憲法よりも,それまでに存在している,極端にいえは

すべて廃棄すべき過去の法律が優先するかの如き議論

をして,逆に英国の PrivyCouncilのほうが,新憲

法の優先を説いているのは,まったくおかしなことと

いわればならない｡行政権が自己の正当性を主張する

あまり,些事にかかづらって,国家の基本法に関する

認識をあやまることは,どこの国にもありがちなこと

で, 本件などはまさに他山の石 とするに足 るのであ

る｡マレーシアのような判例法国では,憲法の条文を

読み日々の政治現象を追うだけでは,憲法事象を充分

に理解することができない｡公法制度については,お

そらく今後その数を増すと思われる憲法行政法判例の

研究が是非必要であることを強調しておきたい｡

Kanda事件における第二の論点は, 免職処分と適

正な行政手続 に関する問題であるが, 英法上, 偏見

(bias)の否定と聴問を受ける権利即ち,impartiality

と fairnessのことを naturaljustice と呼んでお

り,本事件では後者が問題 となっている｡ 結論とし

て, Kanda警部は聴問を受ける機会を充分に与えら

れていないとされたが,免職処分そのものがすでに無

効とされているので,この問題はここではそれほど重

要とは考えられていない｡ただマレーシアの裁判にお

ける英法上の諸原則の適用 について知 ることができ

る｡

第二の事件は,Munusamyv.ThePublicService

Commission(1960)26M.L.J.220で,マラヤの

HighCourtの判決である｡ この判決は憲法第135条

第 2項は刑罰的性質を有しない行為を含むものではな

いことを述べ降等の具体例の検討を行なっているが,

節-の事件に比べるとあまり重要なものではないo

(3) 次の二つの判決は,憲法の市民権に関する規

定をめぐるものである｡a)LimLionGeokv.The

Ministerof Interior, FederationofMalaya

(1962)28M.L.J.159 b)SinniahSokkanv.

PublicProsecutor(1963)29M.LJ.2490また,

ChidKhinSzev.TheMentriBesar,Stateof

Selangor(1958)24M.L J.105は,憲法第 5条

第 3項所定の刑事手続上の基本的人権に関するもので

ある｡

ここでは,LimLianGeok事件の概略を述べて本

報告の結びに代えたいと思う｡

憲法第25条第 1項(a)は,登録または帰化による市

民が,その行動または言論によって,連邦に対する忠

誠ないし好意の欠如を示したときは,連邦政府は,命

令で,市民権を剥奪することができると定めている｡

そして,第26条B(2)は,市民権の剥奪に際しては,当

該市民が市民権を維持することが,公益に反するもの

であることが認定されなけばならないこと,また,市

民権の剥奪によってどこの国の市民権も保持 したいよ

うな状態に置いてはならないことを定めている｡

原告は,学校の教師であるが,元首たる Yangdi-

PertuanAgongおよび連邦政府に対する反感をあお

るような形で政府の教育政策に対する反対と誤伝を行

なったという理由で市民登録局長 によって告発され

た｡これに対 して裁判所は,原告の行為は,それほど

悪質なものではないと説示 し,次のように述べたので

ある｡｢われわれは結局, われわれの住む世界や, こ

の国の歴史や,人口構成に対 して目をつむることはで

きない｡連邦は11の州から成り,それぞれ異なった歴

史を持っている｡ しかし,それは,多数の個人から成

り立っている｡これらの個人は多くの国からやって来

ており, いろいろな言葉を話す｡ それに彼等の習俗

(mores)や生活方法は,はなはだ異なっている｡また

かれらは多数の神を信仰し,同じ神を崇捧するにもい

ろいろ異なった方法がある｡多年にわたって,或る種

の統一一性や,ある種の共同体制が外国の主権の行使に

よって人々に強制されて来た｡さて現在は外部の圧力

はとり除かれ,4年以上にわたってこれらの人々は自

己訓練,抑制と相互寛容の精神に基づいて行動して来

た｡これらがなかったら連邦は存在 し得なかったであ

ろう｡｣従って憲法25条の規定によって市民権を剥奪す

る場合,その要件は厳格に解釈すべきであって簡単に

通用するようなことは避けるべきであるとしたのであ

る｡憲法25条の規定は,連邦の統一性を維持するため

に,反連邦的行動や言論の抑制を目的として作られて
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いるが,裁判所の解釈では,マレーシアの現実からみ

て,この規定をあまり適用しないほうがかえって,よ

いのではないかというわけである｡

(4) 一般にマレーシア憲法の性格について,前述

の TbeGovernmentoftheStateofKelantan

事件の判決が,次のように述べていることに注目して

おきたいOすなわち,マレーシア憲法は,国内法の重

要な一部分を占めていることはもちろんであるが,同

時に,連邦を構成し,それぞれ主権を有する従来の州

相互間の協定でもあるから,その解釈は,条約の解釈

に通常適用される諸原則に照して行なわれなければな

らない｡それから,この憲法は,本来自主的に解釈さ

れるべきものであって,英国や,アメリカ合衆国やオ

ース トラリヤのような外国における解釈を類推して適

用するようなことは避けるべ きである｡ この点は,

Adegbenrov.Akiniola(1963)3W･LR･63,73;

3AllE.R.544において, PrivyCouncilが Ni･

geriaの憲法について述べているのと同じ趣旨であ

る｡("Thatinstrunmentnowstandsinitsown

right.")0

以上, いくつかの判例を概観 して見ると現在まで

の,マレーシア憲法判例の特徴は,やはり,マレーシ

ア連邦そのものの存立の問題が中心になっていること

が分る｡ 本稿では詳 しく述 べることが できなかった

が,こうした判例の背後には,マレーシア連邦を構成

する多種多様の人的,物的要素が控えており,東南ア

ジアの憲法は一般に不安定なものが多いが,マレーシ

アの憲法状態 は或る意味で象徴的 といえるように思

う｡対外的な問題は,とも角,少なくとも,国内におけ

る政府による各種の統制に加えて,憲法自身が認めて

いるマレー人優位の態勢は,今後ますます人種相互間

の摩擦を深める要因となりかねないであろう｡この間

第3巻 第1号

にあって,裁判所の果すべき役割は大きい｡Merdeka

Day以後の憲法判例においてHighCourtからPrivy

Councilに至るまで裁判所は, その長い伝統に支え

られて良識的 でしかも裁判所独自の憲法感覚によっ

て,事件を処理 して来ている｡良きにつけ,悪しきに

つけ,行政府に対する補完的な役目を果 しつつ,場合

によっては, むしろ, 指導的な地位を 占めているの

が,現在のマレーシア憲法判例であるといっても,さ

して言い過ぎではないように思う｡
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